第７章　 大阪の国際化

平成28年の近畿圏の輸出額は減少しましたが、輸入額がそれ以上に減少したことから、輸出超過額は増加しました（７－１参照）。

近畿圏の輸出入額は、全国のそれぞれ約５分の１を占めています。近畿圏は、輸出においては、輸送用機器の割合が全国と比べて低い一方で、電気機器や原料別製品、化学製品、一般機械などの割合が高いという特徴があり、輸入においては、全国に比べて化学製品などの割合が高い一方、輸送用機器や鉱物性燃料、原料品などの割合が低くなっています（７－３参照）。地域別では、輸出入とも、アジアとの貿易の割合が高く、北米の割合はやや低くなっています（７－２参照）。

また、わが国における外国企業数は増加傾向にあります。28年には3,175社となり、そのうち、大阪府には128社の企業が立地しています（７－５参照）。製造業の海外生産比率は、上昇傾向が続いています（７－６参照）。

国際会議の開催件数は減少し、東京都、福岡県に次いで第３位となっています（７－７参照）。


大阪の貿易

戦前、神戸は綿をアメリカやインドから輸入する貿易港、大阪は大阪周辺で生産される綿糸や綿布をアジアへ輸出する貿易港として栄え、昭和10年頃には、阪神港がわが国の貿易額の６割を占めていました。

戦後復興期においても、わが国の代表的な輸出品は繊維製品であり、大阪で生産された「ワンダラー・ブラウス」の対米輸出は、驚異的に増加したと言われています。

阪神港の輸出通関額の全国比は、昭和30年には52.6％と過半を占めていましたが、昭和54年には21.5％にまで低下しました。これは、軽工業製品から重化学工業製品へと輸出品目の中心が移行する中で、大阪工業の重化学工業化が遅れたことが要因と言われています。

近年における近畿圏の輸出入の全国比は2割程度で推移しています。輸出入ともにアジアとの貿易の割合が高いことが特徴です。品目別にみると、輸出で電気機器の割合が高く輸送用機器の割合が低いこと、輸入で化学製品の割合が高く、鉱物性燃料の割合が低いことが特徴となっています。

大阪では、海外との間で双方向の交流や事業展開が進んでおり、とりわけアジアとの関係が深く、成長するアジアのダイナミズムを活用した大阪経済の活性化が期待されています。

資料：大阪府立商工経済研究所（1970）『大阪の中小企業』新評論

大阪府立商工経済研究所（1980）『大阪の経済構造とその変貌』法律文化社

武部善人（1982）『大阪産業史』有斐閣

７－１．輸出入通関額の推移

	平成28年の近畿圏の輸出額は14兆8,498億円で、前年比7.6％減少しました。全国の輸出総額に占める割合は21.2％で、ほぼ横ばいで推移しています。一方、近畿圏の輸入額は13兆311億円で、前年比14.2％減と大幅に減少しました。全国の輸入総額に占める割合は19.7％で、前年より若干増加しました。
入出超額は、27年より増加し１兆8,187億円になりました。「原油及び粗油」、「天然ガス及び製造ガス」の輸入額が大幅に減少したことなどが影響しています。


[image: image1.emf]輸出入通関額の推移

前年比 シェア 前年比 前年比 シェア 前年比 前年比

平成18年　152,436 12.7 20.3 752,462 14.6 121,122 13.9 18.0 673,443 18.3 31,314 8.4

19 166,680 9.3 19.9 839,314 11.5 130,628 7.8 17.9 731,359 8.6 36,053 15.1

20 165,532 -0.7 20.4 810,181 -3.5 136,838 4.8 17.3 789,548 8.0 28,694 -20.4

21 120,313 -27.3 22.2 541,706 -33.1 98,413 -28.1 19.1 514,994 -34.8 21,899 -23.7

22 144,220 19.9 21.4 673,996 24.4 114,272 16.1 18.8 607,650 18.0 29,948 36.8

23 145,649 1.0 22.2 655,465 -2.7 132,392 15.9 19.4 681,112 12.1 13,258 -55.7

24 135,756 -6.8 21.3 637,476 -2.7 135,387 2.3 19.2 706,886 3.8 369 -97.2

25 146,374 7.8 21.0 697,742 9.5 152,542 12.7 18.8 812,425 14.9 -6,167 ―

26 156,657 7.0 21.4 730,930 4.8 163,078 6.9 19.0 859,091 5.7 -6,421 4.1

27 160,697 2.6 21.3 756,139 3.4 151,881 -6.9 19.4 784,055 -8.7 8,817 ―

28 148,498 -7.6 21.2 700,358 -7.4 130,311 -14.2 19.7 660,420 -15.8 18,187 106.3

(注)近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。

　　　

（財務省、大阪税関「平成28年 貿易統計」）
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７－２．地域別輸出入通関額

	近畿圏の輸出入の地域別構成を国内他地域と比較すると、輸出入ともにアジアの割合が高いことが特徴です。一方、北米の割合は輸出入とも全国より低くなっています。


[image: image2.emf](単位：百万円） (単位：百万円）

 

近畿圏 東京税関 横浜税関 名古屋税関 全国   近畿圏 東京税関 横浜税関 名古屋税関 全国

10,044,723 8,989,624 5,249,304 6,105,719 37,106,951 7,683,236 12,839,815 3,683,336 4,364,968 33,198,807

中国

3,553,556 2,408,568 1,818,698 2,361,183 12,361,422

中国

4,379,890 7,226,344 1,517,768 2,067,651 17,018,988

台湾

1,473,701 1,162,265 498,912 484,839 4,267,741

台湾

645,081 1,152,599 130,247 269,985 2,495,306

香港

1,144,430 1,064,980 651,403 511,154 5,020,408

韓国

527,062 723,461 392,087 377,622 2,722,052

韓国

1,118,758 1,546,132 302,526 280,098 5,326,569

タイ

433,942 748,575 341,241 389,468 2,189,661

タイ

614,437 674,401 474,676 770,203 2,974,411 インドネシア 386,012 314,578 231,484 63,665 1,988,856

4,200,931 4,676,093 1,686,991 1,498,559 15,094,278 1,381,921 2,494,433 582,481 710,189 6,240,627

2,432,373 2,633,083 1,631,887 2,085,803 10,378,496 1,913,301 3,365,882 1,530,735 1,549,232 10,046,673

235,634 259,205 526,993 526,941 2,009,582 679,948 275,311 1,225,286 351,827 3,842,609

2,051,685 3,324,033 2,482,739 5,233,708 15,029,299 1,279,569 4,114,319 1,222,682 875,896 8,330,670

アメリカ合衆国

1,976,152 3,173,926 2,363,428 4,863,304 14,142,872

アメリカ合衆国

1,109,751 3,866,517 979,197 759,186 7,322,134

342,316 162,948 646,052 747,068 3,001,727 426,960 563,467 583,039 250,536 2,726,300

1,482,982 2,317,216 894,887 2,238,023 8,178,621 1,651,482 4,590,624 1,053,797 1,049,722 8,776,970

232,564 127,263 134,614 610,508 1,286,325 324,782 380,945 474,493 241,287 1,867,671

1,507,134 2,140,291 804,220 2,310,864 7,981,746 1,477,882 4,096,834 1,055,860 1,108,930 8,151,748

331,274 180,536 444,588 1,209,487 2,584,594 906,685 155,306 2,510,202 1,039,715 6,501,061

128,663 45,963 260,076 206,179 838,671 78,297 311,621 160,647 102,564 797,703

14,849,841 15,406,787 10,639,253 16,877,632 70,035,770 13,031,122 23,231,408 10,913,498 8,276,516 66,041,974

（注）アジアについては、近畿圏で輸出、輸入の多い上位５カ国を掲載。

（財務省、各税関「平成28年 貿易統計」）

　　　シンガポールは、アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ双方に含まれる。

　　　近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。

　　　輸入通関額の地域別の合計額と総額は、輸出の戻りや不明地域等があるため一致しない。
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７－３．品目別輸出入通関額

	近畿圏の輸出入について、品目構成の特徴をみると、輸出では、全国と比べて「輸送用機器」の割合が低い一方で、「電気機器」や「原料別製品」「化学製品」「一般機械」などの割合が高くなっています。

輸入については、「化学製品」などの割合が全国と比べて高い一方、「輸送用機器」や「鉱物性燃料」「原料品」などの割合が低くなっています。


[image: image3.emf]輸出通関額(平成28年)

(単位：百万円、％）

輸入通関額(平成28年)

(単位：百万円、％）

  近畿圏 全国   近畿圏 全国

構成比 構成比 構成比 構成比

食料品 159,167 1.1 607,261 0.9 26.2 食料品 1,392,497 10.7 6,362,882 9.6 21.9

196,708 1.3 946,779 1.4 20.8 原料品 581,247 4.5 4,012,119 6.1 14.5

鉱物性燃料 242,164 1.6 898,087 1.3 27.0 鉱物性燃料 1,769,717 13.6 12,052,007 18.2 14.7

1,822,433 12.3 7,122,849 10.2 25.6 化学製品 1,878,373 14.4 7,110,823 10.8 26.4

2,036,820 13.7 7,846,613 11.2 26.0 原料別製品 1,309,003 10.0 6,067,798 9.2 21.6

鉄鋼 661,310 4.5 2,843,285 4.1 23.3 糸・繊維製品 306,056 2.3 874,728 1.3 35.0

糸・繊維製品 423,360 2.9 681,958 1.0 62.1 金属製品 235,766 1.8 1,125,790 1.7 20.9

一般機械 3,286,483 22.1 13,613,500 19.4 24.1 一般機械 1,128,997 8.7 6,357,393 9.6 17.8

電気機器 4,555,545 30.7 12,322,499 17.6 37.0 電気機器 2,178,018 16.7 10,791,942 16.3 20.2

輸送用機器 683,593 4.6 17,337,979 24.8 3.9 輸送用機器 227,068 1.7 3,094,045 4.7 7.3

その他 1,866,928 12.6 9,340,204 13.3 20.0 その他 2,566,202 19.7 10,192,966 15.4 25.2

総額 14,849,841 100.0 70,035,770 100.0 21.2 総額 13,031,122 100.0 66,041,974 100.0 19.7

（財務省、大阪税関「平成28年 貿易統計」）

（注）原料別製品については、近畿圏で輸出、輸入それぞれの多い２商品を掲載。

　　　近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。
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７－４．主要地域別品目別輸出入通関額

	近畿圏の輸出入の主要地域別の品目別構成をみると、輸出では、いずれの地域も半導体等電子部品などの「電気機器」と「一般機械」が高い割合ですが、アメリカ合衆国向けは「一般機械」が高く、中国やアジアＮＩＥｓ向けには「電気機器」が高いという特徴があります。また、ＡＳＥＡＮ向けには鉄鋼などの「原料別製品」も高い割合となっています。

輸入では、欧米からは医薬品などの「化学製品」が多く、アメリカ合衆国からは「食料品」も大きな割合を占めています。一方、アジアからは「電気機器」や衣類及び同付属品が含まれる「その他」が高い割合です。
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輸入通関額(平成28年)

(単位：百万円、％）
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（財務省、大阪税関「平成28年 貿易統計」）

（注）近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。

　　　シンガポールは、アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ双方に含まれている。
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７－５．外国企業数の推移

	平成29年の外国企業数をみると、全国では前年より17社増えて、3,175社となりました。そのうち東京都に2,422社と76.3％が集中しています。
大阪府内には128社の外国企業が立地しており、全国の4.0％を占めています。大阪府内の外国企業のうち、欧州系企業が56社（構成比43.8％）と最も多く、アジア系企業は42社(構成比32.8％)、北米系企業は28社（構成比21.9％）です。アジア系企業の中で最も多いのは韓国（14社）、次いで中国（11社）となっています。

業種別では、卸・小売業が72社（構成比56.3％）と最も多くなっています。


[image: image5.emf]外国企業数の推移

（単位：社、％）

シェア シェア シェア シェア シェア

大阪府 119 3.8 119 3.8 115 3.7 123 3.9 128 4.0

東京都 2,371 76.4 2,376 76.5 2,378 76.3 2,419 76.6 2,422 76.3

神奈川県 267 8.6 263 8.5 267 8.6 268 8.5 278 8.8

兵庫県 77 2.5 76 2.4 80 2.6 78 2.5 78 2.5

千葉県 49 1.6 48 1.5 49 1.6 44 1.4 41 1.3

埼玉県 37 1.2 41 1.3 40 1.3 42 1.3 43 1.4

愛知県 33 1.1 30 1.0 33 1.1 35 1.1 38 1.2

その他 150 4.8 154 5.0 155 5.0 149 4.7 147 4.6

全国 3,103 100.0 3,107 100.0 3,117 100.0 3,158 100.0 3,175 100.0

（東洋経済新報社『外資系企業総覧』）

親企業の地域と業種（大阪府）

（単位：社）

地　　域 製造 卸・小売

サービ

ス・その

他

36 38 42 8 23 11

うち中国

10 10 11 1 7 3

韓国

13 13 14 0 10 4

26 28 28 12 12 4

51 56 56 15 35 6

2 1 2 0 2 0

115 123 128 35 72 21

（注）表中の「その他」には、親企業の所在が未記入の企業が含まれる。

（注）上図の「その他」には、千葉県、埼玉県、愛知県の割合も含まれている。

平成27年 28 29

平成25年 26 27

欧州

その他

アジア

北米

28

（注）表中の各年は『外資系企業総覧』の発行年を記載。調査時点は、各年３月であるが、各年の発売時点

      までの変更が反映されている場合がある。
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合計
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７－６．海外生産比率の推移
	我が国の製造業の海外生産比率は、海外での旺盛な製品需要や海外で見込まれる市場拡大を背景として、中長期的には緩やかな上昇傾向をたどってきました。国内法人企業と海外進出企業のいずれのベースとも、リーマン･ショック時の平成20年度と21年度はその動きに一服感がみられたものの、22年度は再び上昇し、27年度は前年度より国内法人企業ベースで25.3％、海外進出企業ベースで38.9％に達しています。


[image: image6.emf]海外生産比率

（単位：％）

平成17

年度

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

国内法人

企業ベース

16.7 18.1 19.1 17.0 17.0 18.1 18.0 20.3 22.9 24.3 25.3

海外進出

企業ベース

30.6 31.2 33.2 30.4 30.5 31.9 32.1 33.7 35.6 38.2 38.9

（経済産業省「第45回 海外事業活動基本調査結果概要− 平成27(2015)年度実績 −」)
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製造業の海外生産比率の推移（全国）

海外進出企業ベース

国内法人企業ベース

（注）海外生産比率の算出方法（国内法人売上高は、財務省の法人企業統計を利用）

国内法人企業ベースの海外生産比率

＝

現地法人（製造業）売上高÷（現地法人（製造業）売上高＋国内法人（製造業）売上高）×100 

海外進出企業ベースの海外生産比率

＝

現地法人（製造業）売上高÷（現地法人（製造業）売上高＋本社企業（製造業）売上高）×100


７－７．国際会議の開催件数の推移
	大阪府における平成27年の国際会議の開催件数は、２年連続で減少し、242件となりました。一方、２位の福岡県は、九州大学が158件と、前年より14件増加したことなどにより、開催件数が増加しました。


[image: image7.emf]国際会議の開催件数

平成18年 19 20 21 22 23 24 25 26 27

182 124 144 183 152 135 281 314 253 242

　 大阪市 111 76 77 94 69 72 140 *172 *130 *139

　 千里地区 49 32 53 71 65 54 113 *113 *104 *94

462 445 486 505 510 484 517 537 565 583

東京(23区) 460 440 480 497 491 470 500 *531 543 557

103 177 192 197 180 174 196 234 208 193

横浜市 103 157 184 179 *174 169 191 226 200 190

109 122 152 137 139 125 144 154 179 187

名古屋市 109 109 130 124 *122  *112  *126 *143 163 178

156 187 180 169 160 145 202 179 211 230

京都市 154 183 171 164 *155  *137 196 176 *202 *218

100 124 123 102 121 105 112 110 100 133

神戸市 76 89 94 76 91 83 92 93 *82 *113

51 47 87 92 97 81 68 98 107 114

札幌市 48 44 77 82 *86  73  *61 *89 *101 *107

154 194 219 278 269 268 301 312 411 450

福岡市 126 151 172 206 216 *221  252 *253 *336 *363

3,005 1,858 2,094 2,122 2,159 1,892 2,337 2,427 2,590 2,847

福岡県

全国

（単位：件）

（独立行政法人国際観光振興機構「国際会議統計」）

(注)１. 平成19年の開催件数より、新基準のみに基づいて集計されている。

　　　　新基準は、国際機関・国際団体（各国支部を含む）又は国家機関・国内団体（各々の定義が明確ではないため

　　　　民間企業以外は全て）が主催する会議で、①　参加者総数が50名以上、②　参加国が日本を含む3カ国以上、

　　　　③　開催期間が1日以上、という3つの基準を満たす国際会議が対象である。

　　　　旧基準は、①　参加者総数が20名以上で、かつ参加国が日本を含む2カ国以上の国際会議、②　参加者総数が

        20名以上で、かつ外国人参加者数が10名以上の国内会議、③　①または②の条件を満たすセミナー、

        シンポジウム等が対象であった。

　　２.　東京は23特別区、大阪は大阪市と千里地区（豊中市・吹田市・茨木市・高槻市・箕面市）の合計。

　　３. １つの会議が複数の都市にまたがって開催された場合、それぞれの都市に１件として計上しているため、

　　　　都市別開催件数は実際の会議開催件数よりも多くなる。

　　４．*印は、同じ都道府県内の複数都市で開催された国際会議が含まれることを示している。
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